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独占禁止政策50年とカルテル規制
和 田 健 夫
はじめに
「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(以下 「独占禁止法」)」は,
1947年に制定 ・施行されて以来今年で50年目を迎える。本稿は,独 占禁止法運
用のなかで中心的地位を占めてきたカルテル規制を回顧するものである。まず,
カルテル規制に関する規定の変遷 について説明し(1),資料によってカルテ
ル規制の傾向を簡単に分析 した後(ll),カルテル規制に関するい くつかの課
題ごとに,状況を明 らかにしつつ今後の問題点 について検討する(皿)。
1規 定の変遷
1.規制のはじまり
戦前の日本はカルテルの母国であった。大企業体制のもとで形成 されはじめ
たカルテルは,財 閥 とともに,昭和初期の大恐慌 を境に政府の保護を受け飛躍
的な発展を遂げた。そして、1931年の重要産業統制法,1925年の重要輸出品工
業組合法及び輸出組合法(こ れ らはいずれ も強力 なアウ トサイダー規制をとも
なっていた)を は じめ とす る多数の統制立法によって,カ ルテルは次第に政府
*本 稿 は,日 韓比較法文化研究会での報告(1996年2月26日,延世大学,ソ ウル)
及び公正取引委員会 による日本の独占禁止政策50年に関する調査研究第2回 検討委員
会での報告(1996年6月14日,関西経済研究センター,大 阪)に 加筆 ・修正を加えた
ものである。
〔23〕
24 商 学 討 究 第48巻第1号
の経済統制の手段 として機能するようになった。戦争中は,国 家総動員体制の
もとで強固な組織的基盤を与 えられ,統 制会,統 制会社 として,日 本経済を網
の目のように覆いつ くした1)。
戦後の占領軍総司令部による経済民主化政策は,カ ルテルに対する戦前の法
的 ・経済的政策に180度の転換 をもた らした。財閥解体,過度経済力の集中排除
とともに各種の私的統制団体の解散が徹底的に行われた2)。1947年制定の独 占
禁止法(以 下 「原始独 占禁止法」)はカルテルを厳格に規制していた。まず2条
4項(現6項)・3条 後段 において 「不当な取引制限」を禁止し,関連 して4条
では,価格の決定,数量の制限,顧客 ・販路の制限等の 「特定の共同行為」を,競
争に対する影響が問題とする程度に至 らない場合を除きそれ自体 として禁止し
ていた。さらに6条 は,4条が規定する共同行為 を内容 とする 「特定の国際的
協定又は契約」を国際取引又は国内取引の一定の取引分野における競争に対す
る影響が問題とする程度に至 らない場合 を除いて締結してはならないことを規
定していた。また,5条は 「私的統制団体」の設立及び参加 を禁止 していた。
1948年には原始独占禁止法 を補完する「事業者団体法」が制定された。同法は,
かつて事業者団体が統制団体 として発達 し,競争制限的な機能を果た していた
ことから,その活動 を法によって規制することを目的としていた。同法は,あ
らゆる形態の結合体 を 「事業者団体」 と定義 し(2条),こ れに公正取引委員
会への届出義務を課 し(3条),10項目の許容活動(4条)と18項 目の禁止行
為(5条)を規定 していた。禁止行為には,競 争制限に至る以前の段 階で規制す
る予防的な規定(こ のなかには競争政策上中立的な性格の行為を禁止する規定
もあった)が 含まれていた(事 業者団体法については後述皿4)。
1)詳細は,吉 田仁風編 ・日本のカルテル(1964)20頁以下。
2)閉鎖機i関令(1947),原始独 占禁止法5条 及び総司令部覚書 「統制団体除去政策に
ついての解釈及び実施に関する件」(1948)により,数 多 くの経済統制関係の閉
鎖機関が整理 された。詳細 は,公 正取引委員会事務局編 ・独占禁止政策三十年史
(以下 「三十年史」)(1977)28頁以下参照。 なお,経 済統制自体 は戦後 もしば ら
くの問は続いたが,民 間の私的統制団体 による統制行為は一切廃止 され,す べて
政府又は公的機関によって行 うのが原則 とされた。
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2.1949年と1953年の法改正
現在の独 占禁止法は,1949年と1953年の二回に亘る法改正,と くに1953年の
改正によって形作 られた。1953年改正は,原 始独占禁止法の性格 を変えたとい
われる。 これ らの改正によって,原 始独 占禁止法が有 していた予防的な諸規定
及び占領政策の延長線上の法 としての性格がほぼ取 り去 られた。規制は,原 則
的に,競 争に悪い影響を与えるか否かという基準によって,す なわち,「一定
の取引分野における競争の実質的制限」 と 「公正な競争を阻害するおそれ」 と
いう二つの要件によって行われることになった3)。カルテル規制に関していえ
ば,4条 および5条 が削除された。また,す でに1952年の改正により大幅に緩
和 されていた事業者団体法は廃止され,同 法の禁止規定の一部が独 占禁止法8
条に移された。さらに,1953年改正は適用除外の範囲を拡大 し,新たに 「不況
カルテル」(24条の3)と 「合理化カルテル」(24条の4)が 適用除外に加えら
れた(適 用除外立法に関しては後述皿2)。
一般 に1949年と1953年の改正は,独禁政策の理念を後退させたとして否定的
に評価 される。 しか し,独 占禁止法が誕生50年を迎え,日 本の経済社会に定着
しつつある現段階で回顧 した場合,そ の ような評価は一面的であることがわか
る。たしかに,予 防規定を削除し,カ ルテルの適用除外 を認めるなど当初の厳
格な規制は緩和 され,それを後退 と評価することも可能である。しかしなが ら,
企業結合規制にみ られるような厳格な規定を撤廃 し,規制基準を競争の実質的
制限や公正競争阻害性に統一することにより,独 占禁止法は,企 業社会に受入
れ られ,経 済の変化に耐え得る法になることができたのである。
3)も ちろん,改 正 によってこの ような性格がすべ て取 り払われたわけではない。
現在で も事業者団体 によるカルテルを規制す る8条 には予防的 な規定が残 って
いる。 また独占禁止法1条(原 始独禁法のそれと実質的には同 じ)は,「公正且
つ 自由な競争の促進」を遂行する手段の一つ として 「事業支配力の過度の集中
を防止」す ることを掲 げてお り,そ れに対応 して,9条(持 株会社 の規制),9
条の2(大 規模会社の株式保有の規制),11条(金融会社の株式保有規制)が 置
かれている。
26 商 学 討 究 第48巻第1号
3.強化改正
独占禁止法は,そ の後1977,1991,1992年と三回の重要な改正 を受けた。 こ
れらはいずれも規制強化のための改正 という点で,過去の二回の法改正 と異なっ
ている。 とくに1977年の改正は独禁政策の転換点ともいうべき意義 を有 してい
る。この改正が実現 した背景には当時の政治および経済状況があった。 日本経
済は,1960年代の高度成長を経て安定成長の段階に入 りつつあ り,同時に,物価,
インフレを始めとする種々の経済問題にしばしば悩まされた。これらの問題を
通 じて,当 時産業全体にわたって進行 していた寡占や大企業体制の弊害が指摘
されるようになっていた。1973年の第一次石油危機が引き金となって全国を襲っ
た狂乱物価は,日 本の経済体制の矛盾 を国民に認識させた。 このような状況の
もとで,公 正取引委員会は内部で独占禁止法の強化改正の作業を開始 した。総
選挙によって大幅 に議席を失った時の政権 は,国民の支持を回復するためにこ
の動 きをとらえ,同 法改正 を政策の中に取 り入れた。改正に至 るまでにはさら
に紆余曲折があったが,こ のできごとは,独 占禁止法が国民の問で認知 されて
いたこと,ま たそれを支える社会的基盤が形成 されていたことを示 している。
1977年改正では,寡 占や企業集団に対する規定(独 占的状態の規制,価 格の
同調的引上げの理由報告制度,大 規模会社 による株式保有の総量規制)の 新設
とともに,カ ルテル規制の強化が行われた。前述の狂乱物価の背後に,多 くの
便乗値上げカルテルが介在 していたことが明らかにな り,従来のカルテル規制
の実効性に疑問が生 じた。カルテル形成を抑止するための方策が必要であると
考えられ,カ ルテルによる利得 を剥奪する課徴金制度(7条 の2,18条の3)
が導入された4)。また,カ ルテルに対する排除措置命令の強化 として価格の引
き下げ命令 も検討されたが,価 格への過剰介入 を懸念する意見 もあ り実現 しな
かった5)。
最近の1991,1992年の改正は,経 済の国際化や規制緩和の潮流のなかで独禁
4)詳 細は和田健夫 「課徴金制度 について」経済法学会年報8号66頁。
5)今 村成和 ・私的独占禁止法の研究(四)皿(ユ976)409頁,実方謙二 ・独占禁止法 と
現代経済 〔増補版〕(1977)111頁。
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政策の役割が再評価 されつつある時代の改正であった。1989年から1991年にか
けて行われた日米構造問題協議の影響 も無視できないであろう。1991年の改正
では,課徴金制度の抑止力を高めるために金額の引上げが行われた。さらに1992
年 には,刑 事罰の強化のための改正が実現 した6)。この改正は,自 然人事業者
及び従業員 ・役員に対する刑罰 と,法人及び法人でない団体に対する刑罰(罰
金)とを切 り離 し(それまで両者は連動 していた),違反行為(と くにカルテル)
の効果的な予防のために,後 者の罰金を実効性のある額にまで引 き上げた(95
条)。この ように,最 近では,カ ルテルに対す る制裁 を強めて発生 を予防する
という点に関心が高まっている(後述 皿5)。
五 運用の概観
ここで 「カルテル規制」 というとき,事業者の共同行為を規制する独 占禁止
法3条 後段(1953年改正以前はさらに旧4条),事 業者団体の共同行為を規制
する8条(同 改正前は事業者団体法),国際カルテルを規制する6条 の運用 を
意味 している。条文の適用でみると,3条 後段 と8条の適用事例数が圧倒的に
多 く,日本の独禁政策がカルテル規制を中心に行われて きたことが明 らかであ
る(後 掲の表1参 照)。そしてその傾向は今後 も変 らないであろう。
カルテル規制に重点が置かれてきたことの理由の第一は,日 本の企業の協調
的,カ ルテル志向体質である。 日本企業は,技 術開発,製 品開発及び差別化等
の非価格的な分野では激 しい競争を展開し,市場占拠率の拡大 を目指す傾向を
もっているが,価 格については協調 ・横並びを好む体質をもっているといわれ
る。
第二に,公 正取引委員会にとっての資源配分が考えられよう。他の規定違反
(私的独占,不 公正な取引方法,企 業結合)の 場合は,違 反行為の法的構成や
違法性の判断がむずかしく,証拠の収集にも手間がかかる。それと比べると,
6)詳 細は和田健夫 「課徴金制度の改正」商学討究42巻2・3号261頁。
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カルテルは明白な競争制限的行為であ り,問題が比較的単純(協 定があったか
なかったか)で ある。実際にも過去の多 くの事件は,カ ルテルの証拠が相当明
白なケースであった と思われる(後述皿3)。したがって,カルテルを規制すれば,
少ないコス トで大 きい競争維持効果を達成で きた。
初期の昭和24,25年度に適用件数が集中 しているのは(表1),法 の励行を
強要 した総司令部の方針の表れで,事 件の多 くは些細なものに過ぎなかった。
しかし,こ の時期の審判決のなかには,新 聞販路協定事件,合 板入札価格協定
事件のような理論的に興味深い事例がある。そして,占 領期間が終了 し,前述
した独 占禁止法の緩和改正が行われた1953年(昭和28)年を境 に,カ ルテル規
制(と いうよりも独禁政策それ自体)は 後退する。公正取引委員会が,値 上げ
の協定が存在 したことは認めなが ら,それが 「拘束力ある申し合せ」でなかっ
たことを理由に事件 を不問にした昭和34年の新聞代一斉値上げ事件は後退期 に
おける象徴的なできごとであった。
独禁政策 ・カルテル規制が蘇生するのは,1960年代に入ってからである。その
背景には,高度成長期に入った日本経済が消費者物価の高騰に悩まされるように
なり,その対策 として政府がカルテル規制の強化を打ち出したことがある1)。
昭和37年度～昭和47年度の問は,3条 後段違反 よりも事業者団体による8条
違反が多い(表1)。違反事例の多 くは,中 小企業のカルテル ・地方規模のカ
ルテルであった。そのために,全 国規模の大企業のカルテルに対する規制が不
十分であると批判 された。しかし,この傾向は昭和46年度を境に変化 している。
すなわち,第 一に,消 費財を対象とする販売業(主 として小売業)・ サ ービス
業のカルテルか ら,生産財 を対象 とする製造業のカルテルへ主役が交替 した2)。
また,この時期を境 にして大企業 によるカルテルが中小企業カルテルの数を上
回るようになっている。これに対応 して,公正取引委員会は昭和48年ころか ら,カ
ルテルが事業者団体の場で行われたような場合 には,それまで主として8条 違
1)公正取引委員会 ・三十年史165頁。
2)公 正取引委員会 ・三十年史311頁。
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反で処理する方法を改め,3条 後段 を適用するようになった。3条後段の違反
件数が8条 違反件数を上回るようになるのはそのことを反映している。
昭和48年度が最 も違反件数が多い(表1)。 これは,前 述 したように,当 時
の狂乱物価,石 油危機による原材料費の値上が りに便乗 して多 くの企業が値上
げカルテルに走 ったことを物語っている。公正取引委員会が力を入れてカルテ
ルと闘った時期 といえる3)。しか し,この事実は,違 反行為 を除去するにす ぎ
ない排除措置命令ではカルテルの発生を十分に抑止で きないことを意味してい
た。この当時,同 じ企業が何度 もカルテル違反を起こす という現象がみられ4),
カルテル規制の実効性に疑問が投げかけられた。カルテルを行うインセンティ
ヴそのものを抑制する必要があった。そのためには違反者か らカルテルによる
利得を剥奪するのが最も有効とされ,前述の課徴金制度が導入された。
昭和52年度以降,違 反事件数が減少 した理由はよく判 らないが,同 年の改正
によって導入 された課徴金制度の影響が考えられる。 これは,課徴金によるカ
ルテル抑止効果が立ち所に現れたというよりも,新制度の導入によって公正取
引委員会自身がカルテルの摘発に慎重になった結果であると思われる。課徴金
はカルテルを発見 した場合必ず徴収 しなければならない。その計算のための資
料収集の煩雑 さや予想される企業の抵抗が,当 初は,カ ルテルを摘発する意欲
を抑制するように働いたのではないかと考えられる。 この当時,非 公式な処理
である警告や注意の件数が増大 していることが指摘 されている5)。1980年代に
入ると,規制の矛先が政府規制産業や自由業にも向けられるようにな り,また
公共工事に関する入札談合が初めて独占禁止法を違反に問われるなど,カ ルテ
ル規制の範囲が拡大 して くる(こ れ らの点は後述皿2,4)。そ して1990年代,カ
ルテル規制は再 び増勢の傾向にある。
3)同 上309頁は,こ のときの現象を,「カルテルは不況の子」 という旧来の常識 を
塗 り替 えたかの感がある と評価 している。
4)た だ しこのことは日本企業の一般的な傾向であ り,と くにこの時期にそれが顕著
であった ということである。
5)和 田健夫 「課徴金制度について」経済法学会年報8号94頁。
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違反カルテルの内容を2条6項 の例示行為 に当てはめてみると,最 も多いの
が 「対価の決定,維持,引 き上げ」を目的 とするもの(価格カルテル)で ある。
このことは,企 業にとって価格カルテルが,集 団によって利益を獲得する最 も
安易な手段であることを示 している。しか し,他方で,ゆ るい結合であるカル
テルの参加企業は,他 の参加企業を出 し抜いて一人だけより多 くの利益 をあげ
ようとする,い わゆるカルテル破 りのインセンティヴをもつ。 したがって,実
際の違反事例では,合 意の実効性を担保するために制裁金,監 視制度,顧 客争
奪の禁止等の補完措置が とられていることが多い。価格カルテルに次いで多い
のが 「数量の制限」(数量制限カルテル)で ある。その他に,「取引の相手方の
制限」 もしばしば見 られる行為であるが,価 格決定や数量制限に付随 して行わ
れる場合が多い。公正取引委員会は,1980年代に入って,公 共的な入札 をめ ぐ
る受注調整カルテル(い わゆる談合)に 対する規制を始めた。これが談合の実
態や入札制度の問題性を社会に知 らしめる結果 とな り,制度改革の議論 を引 き
起こした6)。1990年代 に増加 している違反件数の多 くは談合に対する もので
あ り,談合摘発へ の取 り組みが現在のカルテル規制の課題 となっている7)。ま
た,公 正取引委員会 は,1991年の 「流通 ・取引慣行 に関する独占禁止法上の指
針(以 下 「流通 ・取引慣行ガイ ドライン」)において,共 同ボイコットにも3条
後段や8条1項1号を適用するという方針を示 している8)。
6)最初の事件が,(社)静岡建設業協会に対する件,昭 和57年9月8日 勧告審決,審
決集29巻66頁,(社)清水建設業協会に対する件,昭 和57年9月8日 勧告審決,審
決集29巻70頁。2つ の審決は建設業界を巻 き込んだ大議論 を惹起 した。た とえば
ジュリス ト759号の特集参照。
7)最近では公共機関との種 々の取引に関する受注調整が違法とされてお り,談合事件
の内容が多様化 している(談 合王国1)こ とが特徴的である。最近の例 として,た
とえば,鹿島建設ほか65名に対する件(埼玉土曜会事件),平成4年6月3日 勧告審決,
審決集39巻69頁,トッパ ン ・ムーアほか3名 に対する件(シ ール談合事件),平成5
年4月22日勧告審決,審 決集40巻89頁,㈹山梨県建設業協会に対す る一連の事件,
平成6年5月15日勧告審決,審決集41巻151～179頁,兼松㈱ほか36名に対する件(O
DA談 合事件),平成7年4月24日勧告審決,審 決集42巻107頁。
8)公正取引委員会 「流通 ・取引慣行に関する独 占禁止法上の指針」(1991年7月)「第
2。共同ボイコッ ト」。丹宗曉信=来 生新=畠 山武道=稗 貫俊文=向 田直範=和
田健夫 ・論争独 占禁止法(1994。以下 「論争独禁法」)131頁〔和田健夫〕参照。
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公正取引委員会年次報告書 より作成
1表 の数字は各年度の法条別適用審決件数であるが、同一事件に2以 上の法条 を適用 した例 もあるので、各
年度の審決数 とは必ず しも一致 しない。
2数 字のなかには、違反事実なしの審決及び審判開始決定を取 り消 した審決も含まれている。
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皿 カルテル規制の課題
1.カルテル規制の範囲
1.共同行為 ・不当な取引制限の行為類型
原始独占禁止法のもとでのカルテル規制の中心は,2条4項(現 行法2条6
項)・3条後段 と旧4条 であった。また事業者団体の活動は事業者団体法によっ
て広範な規制に服 していた。不当な取引制限を禁止する3条後段 は,事 業者が
「共同してその事業活動 を拘束 し,又 は遂行する」行為 を,「一定の取引分野
における競争を実質的に制限する」場合に禁止 していた(2条4項)。 そして
旧4条 は,こ の範疇 に入 る行為の うち,「共同して価格の決定,数 量の制限,
顧客 ・販路の制限,技 術 ・設備の制限 をする」行為(同1項1～4号)に つい
ては,「一定の取引分野 における競争 に対する影響が問題 とする程度 に至 らな
い ものである場合」 を除き(同2項),そ れ自体 として禁止 していた。公正取
引委員会は当初,事 業者が決定に参加 している限 り,競争関係の有無及び事業
活動に対す る制限の有無にかかわ りなく,4条 の共同行為の当事者に含める解
釈をとっていた。そして,4条 の違法性の基準が厳 しかったこともあって,現
行法では19条の問題であるような行為(再販売価格維持行為,拘束条件付取引)
が4条 によって規制されていた。不当な取引制限の場合 も同様である。初期の
解釈では,「共同して事業活動を拘束 し,又 は遂行す る」行為 は,か なり広 く
理解 されていた。「相互拘束」 と 「共同遂行」は別個の行為類型 として取 り扱
われ1),一体 として把握で きる競争制限的行為(計 画)に ついては,そ れ自体
が相互拘束あるいは共同遂行に該当するもの として,競 争関係の有無及び事業
活動に対する制限の有無にかかわらず,3条 後段の適用がなされていた2)。
1)公正取引委員会が1953年までは,こ の ような解釈をとっていたことは,東 宝 ・
新東宝事件(注6)に おける同委員会の答弁か ら明 らかである。
2)た とえば,松 竹株式会社外2名 に対する件,昭 和23年5月13日審決,審 決集1
巻18頁,松竹株式会社外66名に対す る件,昭 和25年2月27日審決,審 決集1巻114
頁,北 海道バ ター株式会社外8名 に対する件,昭 和25年9月18日審決,審 決集2
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公正取引委員会のこの ような運用は1953年を境に変更を余儀な くされた。そ
の契機iの第一は1953年の新聞販路協定事件東京高裁判決3)である。周知のよう
に,こ の判決は,共 同行為(不 当な取引制限の場合 も同 じ)を,競 争関係にあ
る事業者が,相 互に一定の事業活動の制限を共通に設定する行為 と規定 した。
したがって,当 事者の一方だけにその制限を課するような行為は,私 的独占又
は不公正な競争(取 引)方 法にあたる場合があるとしても,こ こにいう共同行
為 にあてはまらない。また異種又 は取引段階を異にする事業者が相集まって契
約協定等の方法によって事業活動に一定の制限を設定する場合であって も,こ
れらの者のうち自己の事業活動の制限を共通に受ける者の問にのみ共同行為が
成立することになる4)。東京高裁は後にこの限定的解釈をとった理由を,旧4
条においては2項 が競争への実質的影響を違法要件 としてはいないものの,競
争への影響 を無視 しているわけではないことに鑑みて,1項 の解釈 としてもそ
の点を取 り込むため,共 同行為に参加する事業者を競争関係にある者に限定 し
たものであると説明している5)。また,新 聞販路協定事件判決は,不 当な取引
巻103頁,株式会社中山太陽堂外6名 に対す る件,昭 和26年3月15日審決,審 決
集2巻255頁,株式会社朝 日新聞社 ほか26名に対する件(注3)。
3)東 京高裁昭和28年3月9日 判決,行 集4巻3号609頁。本件の解説 として,今 村
成和=厚 谷裏児編 ・別冊ジュリス ト141号独禁法審決 ・判例百選(以 下 「独禁法
審決 ・判例百選」)(第五版)30頁 〔藤田稔〕。原審決は,株 式会社朝 日新聞社ほ
か26名に対する件,昭 和26年4月7日 審決,審 決集3巻4頁 。
4)判 決はさらに,「競争関係 にある数個の独立の事業者が相互に自己の事業活動に
共通の制限を設定 してこの共同行為を成立 させるについては,往 々にしてこの共
同行為者たる事業者以外の者が指導,介 入,助 成等の方法によってこれに加巧す
ることがあり得る。 しか しこれ らの競争関係 にも立たず或は共通に事業活動の制
限をも受けない単なる加巧者は,それが何等かの事業 をなす者であると否 と,個々
であると否 と,ま たそれ を自己の名においてあるいは自己の計算においてす ると
否 とを問わず,す べてここにいう共同行為者あるいは事業者にあてはまらない も
の と解すべ きである」と述べている。しか し刑事罰適用の レベルでは加巧者であっ
て も責任 を問われることは,最 近下水道談合刑事事件東京高裁判決により示 され
た(平 成8年5月31日 判決)。この判決では,談 合 を指導 した下水道事業団の職
員が不当な取引制限の常助罪に問われた。
5)シ ール談合刑事事件(注12)。お よび,新聞販路協定事件のときの担当判事であっ
た浅沼武氏の回顧談参照(公 正取引委員会 ・三十年史489頁)。
34 商 学 討 究 第48巻第1号
制限の行為類型が 「相互拘束」を中心に理解されるべ きことを暗示 していたが,
この点は東京高裁が同じく1953年に下 した東宝 ・新東宝事件判決6)によって明
確にされた。これらの判決により,共同行為(不 当な取引制限)は 事業者が合
意によってその競争行動を直接に制限 し合 う場合に成立することが明らかにさ
れた。原始独 占禁止法の時代 と比べて,不 当な取引制限の適用領域が明確にな
り,とくに私的独 占の行為類型との関係で,「事業活動抑圧型」と「競争回避型」
とい う両者の区別の図式ができあがった。
二つの判決は公正取引委員会の実務に影響 を与えた。審決の 「法の適用」欄
では,違 法行為を定義規定が掲げる類型(「対価の決定,維 持,数 量の制限,
取引相手方の制限」等)に 従って示すようになった。また,た とえば,① 売手
と買手の団体交渉によって価格協定が結ばれていても,い ずれかの側の共同行
為 としてとらえ交渉の相手方を法の適用か ら除外 した事件7),②メーカー,卸
売業者及び卸売業者から購入する販売業者の団体が集団的に各段階の販売価格
を決定 した事案で,メ ーカーと卸売業者が別個に各取引段階で不当な取引制限
を行った と構成した事件8),③メーカーが再販売価格 を協定 した事件において,
再販売価格を決定すればそこか ら中間販売業者の口銭 ・マージンを差 し引 くこ
とによって自らの仕切価格 も決まる(あ るいは決定した)こ とを認定 したうえ
で,製 造業者の販売分野における競争を実質的に制限すると構成 した事件9),
6)東 京高裁昭和28年12月9日判決,高 民6巻13号868頁。
7)雪 印乳i業㈱ほか飲用牛乳製造業者4名 に対する件,昭 和49年5月22日勧告審決,
審決集21巻30頁。
8)株 式会社石塚特殊硝子製作所ほか16名に対する件,昭 和42年12月11日勧告審決,
i審i決集14巻79頁。
9)た とえば,住友セメント㈱ ほかセメン ト製造業者7名に対す る件,昭 和48年12月26
日勧告審決,審 決集20巻20頁,サンヨー食品㈱ほか即席ラーメン製造業者5名 に
対する件,昭 和49年3月26日勧告審決,審 決集20巻346頁,旭硝子㈱ほかパーク
ロルエチ レン製造業者5名 に対する件,昭 和49年4月15日勧告審決,審 決集21巻
1頁など。また,公 正取引委員会は,鐘 淵紡績株式会社ほか9名 に対する件,昭
和40年5月20日審決,審 決集ユ3巻18頁では,メ ーカーが小売価格を協定 し,こ の
価格 を守 らない小売業者に対 しては販売業者 を通 じて出荷停止措置 をとることを
申し合せた事実をとらえて,共 謀による小売業者の事業活動の支配 として3条前
段(私的独占)の適用 を試みたことがある(証拠不十分で違反事実なしとされた)。
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などにもその影響の跡をみることができる。
しかし,当事者 を競争事業者に最初か ら限定するこの解釈は学説の批判 を受
けてきた10)。そして最近 になって この点に関し新たな動 きがみられる。たと
えば,公正取引委員会は,前述の1991年流通 ・取引慣行ガイ ドラインにおいて,
事業活動に対する制限の 目的が共通であれば十分であるとして,非 競争事業者
をも不当な取引制限の当事者に含める新 しい見解を示 した11)。
東京高裁 は,新 聞販路協定判決か ら40年後のシール談合刑事事件12)におい
て同じ問題に直面 した。この事件では,指 名業者ではないために形式的には競
争関係にはないが,受 注予定者の決定に重要な役割を果た し,その者の同意な
しには談合が成立 しない関係にあった事業者を不当な取引制限の行為者 とする
ことができるか どうかが問題 となった。東京高裁は,前 述のように,1953年判
決が限定的な解釈をとった理由を示 したうえで,4条 が削除され 「競争を実質
的に制限すること」が共同行為の積極的な違法要件 となった現行法の もとで,
「はた して右判例のように 『事業者』を競争関係にある事業者に限定すべ きか
疑問がある」 としながら,本件においては,問 題の事業者は 「実質的には競争
関係 にあった」 との理由で不当な取引制限の当事者に含めた。この1993年判決
今村成和氏 はこれ らの審決が,新 聞販路協定事件判決の悪い影響 を受けていると
述べている(今 村成和=伊 従寛=後 藤英輔 ・独 占 ・公正取引(1965)92頁,金沢
良雄編 ・独禁法審決 ・判例百選(第 三版)37頁)。その意味するところは,お そ
らく,こ れ らの審決が,「競争関係 にある事業者」 は同 じ取引段階になければな
らず,そ こでの事業活動 に対する制限でなければ相互拘束は成立 しないという硬
直的な理解 にもとついてきるようにみえることを指 しているものと思われる。
10)独禁法審決 ・判例百選(第 四版)41頁 〔和田健夫〕参照。
11)流通 ・取引慣行ガイ ドライン 「第2共同ボイコッ ト」参照。事業者が取引先事業
者 と共同 して他の事業者 との取引 を拒絶 し,一 定の取引分野における競争の実質
的制限をする場合には不当な取引制限に該当するとされる。指針によると,そ の
場合,事 業活動の相互拘束は,「内容が行為者(た とえば製造業者 と販売業者)
すべてに同一である必要はな く,行為者のそれぞれの事業活動 を制約するもので
あって,特 定の事業者を排除する等共通の目的の達成に向けられたものであれば
足 りる」 と説明 されている。この評価については丹宗 ほか ・論争独禁法131頁以
下 〔和田健夫〕。
12)東京高裁平成5年12月14日判決,高 刑46巻3号322頁。本件 の解説として,独 禁
法審決 ・判例百選(第 五版)32頁 〔川浜昇〕。
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は,限定的解釈 に疑問を呈 してはいるが,具体的な事案 との関係でみれば,1953
年判決の解釈の枠組みは維持 しつつ,競 争関係 を実質的にみるとい う新たな判
断を示したものと考えられる13)。
公正取引委員会の実務に影響を与えた第二の契機iは前述 した1953年改正であ
る。この改正により旧4条 は削除された。新聞販路協定事件東京高裁判決の影
響 も受けて,そ れまでカルテル(縦 のカルテル)と して規制されていた行為 は
不公正な取引方法の禁止の領域に属することとなったのである。
2.課 題
共同行為 ・不当な取引制限の当事者の範囲は,シ ール談合刑事事件東京高裁
判決や流通 ・取引慣行ガイ ドラインに見 られるように,今 後 も実質的な観点か
ら合理的な解釈が行なわれるであろう。 しか し,逆に不当な取引制限の行為類
型の内容があいまいになるおそれがある。とくに私的独 占の行為類型との関係
が問題である。これまで私的独占と不当な取引制限の行為類型は,ス テ レオタ
イプ的な区別がなされて きたが,そ の境界はそれほど明確ではなかった。私的
独 占の適用事例が少なかったため,実 際にほとん ど議論 を呼び起こさなかった
にすぎない。前述のように流通 ・取引慣行ガイ ドラインが共同ボイコッ トに不
13)東京高裁はまた,2条6項 でいう事業者を,「同質的競争関係にある者に限るとか,
取引段階を同 じくする者であることが必要不可欠であるとす る考えには賛成でき
ない」 とも述べている。流通段階で どのような機能 を果た しているかにかかわ り
な く,共 同して取引価格 を決定 している限 り,競争関係は存在するのであり,不
当な取引制限の当事者 となる。公正取引委員会 も,こ の ような運用をするように
なっている(た とえば,中 部 トヨタリフ ト㈱ ほか14名に対する件,昭 和55年4月
4日勧告審決,審 決集27巻1頁,武 田薬品工業㈱ ほか醸造用活性炭製造業者11名
に対する件,昭 和57年7月28日勧告審決,審 決集29巻51頁。ただ し,課 徴金賦課
の場合 は重要 な問題 となる)。この談合に対す る審決 においても,公 正取引委員
会は,問 題の事業者が,指 名業者の一名のもの(Bと する)と の間で実質的な入
札参加者となる合意 を結び,入 札 に関する事項全般について指示 し,Bを して入
札に参加させ,受 注予定者の決定に関する話 し合いには問題の事業者が出席 して
いたことを認定 し,不 当な取引制限を,Bで はな く問題の事業者 と他の指名業者
との問に成立す るとしている(ト ッパ ン ・ムーア㈱ ほか3名に対する件,平 成5
年4月22日勧告審決,審 決集40巻89頁)。
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当な取引制限又は事業者団体に関する規定を適用する方針 を示 したが,「共同
ボイコット」 とよばれる行為は多様な形態をもち,私 的独占としてとらえた方
が妥当な場合もある。不当な取引制限が課徴金の対象となることを考えれば(後
述5),事業者にとっては,私 的独占と不当な取引制限のいずれに問われるのか
が関心事 となる。今 まで以上に私的独占と不当な取引制限の行為類型の区別の
検討が求められることになるであろう14)。
2.カルテルの許容
戦後の法制度がカルテルの原則的禁止に転換 したとはいえ,必要 な場合には
これを認めるべ きだとする主張はカルテル規制の歴史のなかで繰 り返し登場 し
てきた。ここには,ど のような状況においてもカルテルは許されないのか とい
う単純な,し か し基本的な問題が横たわっている。競争制限的な協定であって
も,事業者の側でその目的 ・背景が正当であることを根拠に適法性 を主張する
ことはありうる。カルテル規制が強化され,規 制緩和によって独占禁止法の適
用領域が拡大するとともにこの種の紛争は増加するかもしれない。この項では,
カルテルの適用除外の議論を立法と解釈の=二つの レベルで回顧す る。
1.適用除外立法
カルテル規制の歴史は,同 時にカルテルの適用除外法の制定 ・運用の歴史で
もある。ここで も,1953年の独占禁止法改正が契機になっている。この改正に
より,独占禁止法 自身がカルテルの適用除外 を認めただけでなく,こ れ以降数
14)これ まで不当な取引制限の事件のなかには,私 的独 占として問 うべ きであったと
評価 されるケースもある。た とえば,旭 ガラス㈱ほか ソーダ灰製造業社3名 に対
する件,昭 和58年3月31日勧告審決,審 決集29巻104頁〔ソーダ灰輸入カルテル
事件〕,日本油脂株式会社ほか産業用爆薬製造業者5名 に対す る件,昭 和50年12
月11日勧告審決,審 決集22巻101頁〔ダイナマイ トの共同生産会社事件〕 など。
逆 に,た とえば日本医療食協会に対す る件(平 成8年5月8日 勧告審決,審 決集43
巻登載予定)は3条 後段 を適用すべ きだとす る見解 もある。私的独占の行為概念
を論 じたものとして,鈴 木孝之 「私的独 占の行為概念 と構成要件の解釈」正田彬
教授還暦記念論文集刊行会編 ・国際化時代の独占禁止法の課題(1994)387頁。
38 商 学 討 究 第48巻第1号
表2各 年度の適用除外カルテル件数
根拠法令 適用業種 昭和30年31323334353637383940414243444546
独占禁止法第24条の3(
不 況 カ ル テ ル) 生 産 一 般 0 0 1 1 5 4 3 0 1 2 2 玉6 1 0 0 0 0
独占禁止法第24条の4
(合理化カルテル) 生 産 一 般 0 4 6 6 8 9 9 11111414 141313121013
中小企業団体の組織に
関する法律
旧特定中小企業の安定
に関する臨時措置法
工業組合 143(12)
194
(21)
218
(31)
280
(50)
313
(63)
52
(82)
407
(玉02)
420
(103)
413
(112)
415
(111)
419
( 01)
qI
( 04)
421
(97)
401
(85)
399
(71)
364
(57)
345
(48>
商業組合 一 一 一 一 1(1)
18
(7}
6⑪
(15)
129
(16)
178
(18)
玉73
(20>
168
(20)
211
(21)
2玉3
(20)
181
(17)
23
(16)
105
(12}
94
(9)
(小 計) 143(12)
194
(21)
218
(31)
280
(50)
3ユ4
(64)
37⑪
(92)
467
(117)
549
(119)
59ユ
(130)
588
(131)
587
( 21)
652
( 25)
634
(117)
582
(102)
522
(87)
469
(69)
439
(57)
輸 出 入 取 引 法
輸出業者の
輸 出 取 引 14285773112129144149143137139135130138140133124
生産業者 ・
販売業者の
輸出向け国内 取 引
一 4 7 1827 343941445257646463646857
輸 出業者 ・
輸出組合の向
け国内 取
引
0 5 5 2 7 7 8 7 5 4 4 4 4 4 5 5 3
輸入業者の
輸入取引 0 0 2 3 4 2 2 2 2 1 2 3 4 3 4 4 3
貿易連合 一 一 一 一 一 一 一 一 8 8 8 8 8 8 8 8 8
(小 計) 14 3771931501721931992020210214210216221218195
酒税の保全及び酒類業
組合等に関する法律
酒類製造業 4(4)
4
(4)
6
(5)
7
(6)
8
(6)
8
(6)
8
(6)
8
(6)
8
(6)
8
(6)
11
(6)
11
(6)
11
(6)
11
(6)
9
(6)
6
(5)
6
(5)
酒類販売業 0 0 1(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
1
(1)
(小 計) 4(4)
4
(4)
7
⑥
8
(7)
9
(7)
9
(7)
9
(7)
9
(7)
9
(7)
9
(7)
12
⑦
12
(7)
12
(7)
12
(7)
10
(7)
7
(6)
7
(6)
環境衛生関係営業の運
営の適正化に関する法律
特定環境衛
生 関係サー
ビ ス 業、
販 売 業
一 一 } 0 0 0 5(3)
63
(4)
95
(6)
106
(6)
122
(6)
123
(6)
123
(6)
正23
(6)
123
(6)
123
(6)
123
(6)
内航海運組合法 内航海運業 一 一 一 1(1)
9
(1)
10
(1)
12
(1)
13
(1)
16
(1)
15
(1)
14
(1)
16
(1)
21
(1)
22
(1)
22
(1)
22
(1)
21
(1)
公正取引委員会年次報告書により作成
1こ こに掲載されているのは適用除外立法の一部である。
2数 字は、公正取引委員会及び他の行政機関(主 務大臣)が 認可又は同意
したカルテルの件数である。
3()内 の数字は次の方法 により計算 した場合の件数である。
(1)中小企業団体の組織に関する法律、環境衛生関係営業の運営の適正化
に関する法律にもとつ くカルテルについては、都道府県単位等の地区
別に結成された同一業種のカルテルを1件 として計算 した。
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474849 50515253545556575859606162 63平成元年 2 3 4 5 6 7 8
9 2 0 2 1 1 6 4 1 1 3 2 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0
1010 9 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
523
(45)
553
(44)
541
(39)
51C
(36)
395
(27)
279
(21)
29C
(25)
274
(18)
267
(17)
263
(19)
29C
(22)
263
(19)
231
(18)
235
(18)
226
(15)
224
(15)
185
(14)
179
(13)
174
(11)
170
(10)
147
(10)
9C
(7)
1
(1)0 0
81
(7)
54
(6)
5C
(5)
1
(1)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
604
(52)
607
(50)
591
(44)
511
(37)
395
(27)
279
(21)
29C
(25)
274
(18)
267
(17)
26ε
(19)
29C
(22>
263
(19)
231
(18)
235
(18)
226
(15)
224
(15)
185
(14)
179
(13)
174
(11)
17C
(10)
147
(10)
9G
(7)
1
(1)0 0
1171117663 554646474442 4141424241403730282019 1914 6 6
4860523432281816 15141211111113121312 1110 8 5 4 4 2
2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2 2 2 4 3 4 4 4 4 4 3 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1
8 8 8 8 8 8 8 7 7 6 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 2 1 0
17718138109 886767470666058585859575446 4334312821 12 9
6
(5)
3
(2)
3
(2)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1
(1)
1
(1>
1
(1)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
7
(6)
4
(3)
4
(3)0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
12
(6)
123
(6)
122
(6)
122
(6)
122
(6)
122
(6)
122
(6)
122
(6)
122
(6)
122
(6)
122
(6)
123
(6)
124
(6)
123
(6)
116
(6)
76
(4)
53
(4)
4C
(4)
37
(1)
37
(1)
37
(1)
37
(1)
37
(1)
33
(1)
2ε
(1)
19
(1)
14
(1)
7
(1)
4
(1)
4
(1)
5
(1)
5
(1)
5
(1)
5
(1)
5
(1)
6
(1)
6
(1)
4
(1)
4
(1)
4
(1)
4
(1)
4
(1)
2
(1)
2
(1)
2
(1)
2
(1)
2
(1)
2
(1)
2
(1)
1
(1)
(2)内航海運組合法に基づ くカルテルについては、対象又は制限事項の異
なるカルテルが実施 されているが、これらを1件 のカルテル として計
算 した。
4輸 出入取引法に基づ くカルテルについては、同一商品のカルテルであっ
ても、仕向地が異なっている場合にはそれぞれ別個のカルテル として計
算 した。
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多 くの個別的な適用除外立法が制定された15)。適用除外は,公 正取引委員会
や所轄行政機関への届出あるいは認可によって行われる。認可制度の場合には
認可の要件が法定され,他 の行政機関が認可する場合には,通 常,公 正取引委
員会との協議や同意が義務づけられている。
適用除外立法はその大部分が昭和20年代後半か ら30年代 に導入 された もので
ある。この時期 は,日本経済の自立期 ・高度成長期にあたる。一方では立ち上
が り時期の産業があり,他方では拡大するパ イをめぐって活発な競争が行われ
たが,そ れは,時 に限度を超えたもの(過 当競争)と みなされた。 また,こ の
時期には不況が循環的に訪れた。政府の介入 による個別産業の保護育成をはか
るいわゆる産業政策が優位 した時代であり,カ ルテルの適用除外はそのための
重要な手段であった。 しか し,それだけにとどまらず,政 府は後述するような
行政指導を通じて幅広 く業界の活動に関与 した。この時期には独禁政策の評価
はまだ十分に定まらず,公 正取引委員会は苦難を強いられた。違反件数の少な
さ及び適用除外の認可件数の多 さがそのことを物語っている(前掲表1お よび
表2参 照)16)。
経済の発展 とともに個別産業保護的な適用除外法は姿を消 した。現在では,
輸出入にかかわるカルテル,中小企業保護のためのカルテル,不 況カルテル,
合理化カルテルなどに関して制度が残っているが,認 可件数は1990年代に入 り
減少傾向にある(表2参 照)。オイル ・ショックの影響による構造不況産業 を
救済するために,1978年には特定不況産業安定臨時措置法が,1983年には特定
産業構造改善臨時措置法が制定 された(い ずれも時限立法)。両法 ともカルテ
ルの適用除外が利用 されているが,特 定産業構造改善臨時措置法は従来の適用
除外立法 と異なっていた。同法は,構 造不況産業の構造改善を,主 務大臣の定
15)もっとも,適 用除外立法の制定 は,1953年以前か ら始 まっていた。その経緯に
ついては,厚 谷裏児=糸 田省吾=向 田直範=稗 貫俊文=和 田健夫編著 ・条解独
占禁止法(1997。以下 「条解独禁法」)の「第6章 ・概説」〔厚谷裏児〕参照。
16)この 当時の適 用除外 制度 の運用 につい ては,吉 田仁風編 ・日本 のカル テル
(1964)34頁以下。
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めた基本計画を基礎 に,主務大臣による指示カルテル(設 備廃棄 カルテル)と
事業提携 という方法によって遂行する。指示カルテルには独占禁止法の適用が
除外された。 しかし,事業提携 については適用除外 とせず,グ ループ問の適正
な競争が確保されることを条件 としつつ,主 務大臣と公正取引委員会が意見 を
調整することによって独占禁止法違反の問題の発生 を回避 しながら事業提携 を
実施する方式を採用 した17)。
適用除外制度をめ ぐる環境は最近になって大 きく変化 した。 日本の貿易黒字
の増大は欧米諸国か ら日本の産業政策と経済の閉鎖性 に対する強い批判を招い
た。 日本市場の実質的な開放が進行すれば,国 内事業者間の競争を回避 して利
潤を保証するにすぎない適用除外制度は,有 力な外国企業の参入を招 き,逆 に
日本企業を弱体化 させるだけであ り,ほ とんど意味のないものとなる。臨時行
革審(第 二次)の 「公的規制の在 り方に関する小委員会」報告書(1989年11月)
が,独 占禁止法の適用除外制度の見直 しの必要性 を指摘 したのを皮切 りに,日
米構造問題協議の最終報告(1990年6月),臨時行革審(第 三次)の 第一次答
申(1991年7月)も,それを政策課題の一つ として取 り上げた。そして,公 正
取引委員会の 「政府規制等 と競争政策に関する研究会」は1991年7月に報告書
「独占禁止法の適用除外制度の見直 し」を公表 し,そ のなかでカルテルの適用
除外に関する基本的な考え方 と提言(廃止を含めた限定的運用)を行っている。
現在多 くの適用除外制度が休眠状態にあ り,議論はこれ らの制度そのものの廃
止の方向に向かっている。1995年3月に閣議決定された規制緩和推進計画では,
①個別法による適用除外制度は基本的に廃止する,② 独占禁止法上の適用除外
制度は,適 用除外 となる行為及び団体の全範囲について,制 度自体の廃止を含
めて見直 し,平成9年 度末までに結論を得る,と の方針が打 ち出され,現 在そ
の作業が進められている。
17)来生新教授は,「特定産業構造改善臨時措置法においては,従来と異なるパター
ンでの通産省と公正取引委員会の政策の調整方式が法律に採用され,…わが国の
独占禁止政策の成熟現象がそこに観察されるといってよい」と評価される(植草
益編 ・日本の産業組織(1995)380頁)。同法については,経済法学会編 ・不況対
策と競争政策,経済法学会年報4号参照。
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2.解釈による適用除外 一カルテルと公共の利益
以下で 「解釈による適用除外」 というとき,不 当な取引制限の違法要件(反
公益性の要件又は競争の実質的制限の要件)を 満たさないため法の適用を免れ
るという場合 を指す。
適用除外立法も含めたカルテルの許容性 を論ずる際の理論的な立脚点は,不
当な取引制限の定義規定の 「公共の利益に反 して」の要件(反 公益性の要件)
であった。この要件の解釈 をめぐって展開されてきた議論の内容にはここでは
立 ち入 らないが18),それは単 なる条文解釈を超えて,独 占禁止法の目的や独
禁政策の意義に関する考え方を反映した価値論争でもあった。また,独 禁政策
が置かれていた各時代の状況にも制約されていたように思われる。
このような論争に一つの区切 りをつけたのが1984年の石油価格 カルテル刑事
事件の最高裁判決19)であった。最高裁はこの判決において,不 当な取引制限
の定義規定における反公益性の要件について初めて見解 を示 したのである。そ
の公式は次のようなものである。
① 原則的には自由競争経済秩序(独 占禁止法の直接の保護法益,す なわち
「公正かつ自由な競争の促進」という同法の直接 目的)に 反する場合には
公共の利益 にも反する。
② 例外的に次のような場合には公共の利益に反せず,不 当な取引制限は成
立 しない。すなわち,形 式的に① に該当する場合であっても,イ.自由競
争経済秩序 とい う法益 と,ロ.カルテルによって守 られる利益 とを比較衡
量 して,独 占禁止法の究極 目的(「一般消費者の利益の確保,国 民経済の
民主的で健全 な発達の促進」)に実質的に反 しないと認め られる場合。
最高裁の見解は,「公正かつ自由な競争の促進」という法目的を尊重 しつつ も,
同法の改正や多 くのカルテル適用除外立法が存在する現実を,反 公益性の要件
を経由して法全体の趣旨 ・目的か ら説明しようとするものであった。この解釈
18)丹宗ほか ・論争独禁法120頁以下 〔和田健夫〕参照。
ユ9)最高裁昭和59年2月24日判決,刑 集38巻4号1287頁。本件の解説として,独 禁法
審決 ・判例百選(第 四版)26頁 〔今村成和〕,同(第 五版)20頁 〔山部俊文〕。
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の意義は,最高裁が原則的には従来の多数説を受け入れた点(上記①)に ある。
しか し,他方で,競 争を実質的に制限するカルテルであっても,解釈 によって
適用除外する可能性 を認めたことにあ り(上記②),判決に対する批判 もこの
点に向けられた20)。
最高裁判決後,公 共の利益に関する論争は沈静化 したようにみえる。なお,
この判決後に,事 業者が公共の利益 を根拠にカルテルの適法性を主張 した審 ・
判決21)があるが,認 められていない。
3.解釈による適用除外 一違法性阻却論
(1)行政指導 と独占禁止法
前述の石油価格 カルテル刑事事件で争われたのは,通 産省の行政指導が関与
した場合の価格 カルテルの違法性であった。他の行政機関による経済活動(価
格,設 備,生 産等)に 対する行政指導 と独占禁止法の関係は独禁政策が抱 えて
きた最大の問題であった。行政指導は政府が法律 に拘束 されることな く,臨機
応変に行動できる手法であ り,戦後の日本が経済統制を廃止 して自由競争を基
本原理 として選択 した後 も,市場経済が一時的に生みだす混乱や不安定要因を
取 り除 くためにしばしば用い られた。また,産業政策において事業提携 ・集約,
投資 ・生産調整,過 当競争の回避等を遂行するための重要な手段で もあった。
行政指導がカルテル適用除外の代替手段 としても機能 したことは多 くの論者の
指摘するとお りである22)。
20)木谷明最高裁調査官はこの点を次のように説明 している。独禁政策 を厳格 に貫 く
ことが常 に必ず消費者の利益に合致 し国民経済の健全な発達に寄与するというの
は一つの仮説であって必ず しも実証 されてはいない。 しかし財界等の主張す る国
民経済的な利益は曖昧な概念であるため,そ れに依拠すると独占禁止政策の根幹
が揺 らぐ。 したがって,原 則 として自由経済秩序 を尊重 し,そ のうえで他の利益
と比較す るとい う態度をとったものである(最 高裁判例解説刑事昭和五九年度7
事件,128/129頁)。
21)東京高裁平成5年5月21日 判決,高 刑46巻2号108頁,日之出水道機器㈱ほか6名
に対す る件,平 成5年9月10日 審決,審 決集40巻3頁,日 之出水道機器㈱ ほか4
名に対する件,平 成5年9月10日 審決,審 決集40巻29頁。
22)たとえば御園生等 ・日本の独占禁止政策 と産業組織(1987)第二章。
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行政指導 と独占禁止法の問題は,
① 行政機関が明確 な法律の根拠なしに価格,設 備,生 産等の活動の関与す
ることは独占禁止法の趣 旨 ・目的に反 しないか,
② 行政指導を受入けた事業者がそれを契機にカルテルを結んだ場合,こ れ
を独 占禁止法違反に問うことができるか,
という二点にあった。公正取引委員会は,こ の問題 を早 くか ら認識 して,他 の
行政機関との調整 を行い,上 記②の点については,他 の行政庁の行政指導に関
連 して結ばれたカルテルであって も独占禁止法上は違法であるとの立場に立っ
て法 を適用 して きた23)。しか し,1950年代後半か ら1960年代 にかけてとくに
産業政策が優位 した時代にあって,公 正取引委員会の抵抗は必ずしも効果 を挙
げ得なかった と評価 されている24)。
そ して前述の石油価格カルテル刑事事件最高裁判決と1980年の石油生産調整
刑事事件東京高裁判決25)によって,こ の問題に関する裁判所 の判断が初めて
示されることになる。石油業界は長年にわたって通産省の行政指導を受けてい
たが,こ れらの事件はいずれも1973年の第一次オイル ・ショックによる石油製
品の高騰が背景になっている。石油生産調整事件で問題とされた石油連盟の原
油処理量の配分行為 は,石油業法の運用の一環 として通産省が行 った行政指導
に基づいていた。東京高裁は,事 業者間の共同行為を招 くような行政指導は石
油業法の運用 と認めらず違法であるとしたうえで,石 油連盟の行為 はやむを得
ない協力措置ではな く,かつ自主性を帯びていたとの理由か ら,連盟の行為 を
独 占禁止法8条1項1号違反 とした。最高裁判決 も,カ ルテルの違法性が阻却 さ
23)公正取引委員会の対応 については公正取引委員会 ・三十年史95頁以下。行政指導
が盛 んに行われた1950年代 当時の事件 としては,野田醤油㈱ ほか4名 に対する件,
昭和27年4月4日 審決,審 決集4巻1頁,横 浜護護製造㈱ほか6名 に対する件,
昭和27年9月30日審決,審 決集4巻60頁,東 洋 レー ヨン株式会社ほか12名に対す
る件,昭 和28年8月6日 審決,審 決集5巻17頁などがある。
24)今村成和 ・私的独 占禁止法の研究(三)(1969)6頁,経済法学会編 ・独 占禁止
法講座1(1974)74～79頁〔奥島孝康〕,正田彬 ・独占禁止法研究ll(1976)12～14
頁,御 園生前掲書(注22)62～66頁など。
25)東京高裁昭和55年9月26日判決,高 刑33巻5号359頁。
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れる可能性は認めたものの,結 論ではそれを否定 した(後 述)。この二つの判
決は;独 占禁止法 との関係で行政指導の許容性を論 じていること,またカルテ
ルの違法性 についても結果的に相当厳 しい判断を下 しているという意味で重要
な意義を有 している。公正取引委員会は生産調整事件判決後の1981年に 「独占
禁止法 と行政指導 との関係についての考え方(旧)」を発表 した。
やがて時代は規制緩和の潮流のなかで,行 政指導に厳 しい目が向けられるよ
うになってきた。公正取引委員会は,1994年に新 しいガイ ドライン 「行政指導
に関する独占禁止法上の考え方」 を作成 した。新ガイ ドラインは,旧 ガイ ドラ
インにはみられなかった論点,す なわち市場経済原則のもとで価格 ・数量等に
対する行政指導を行 うこと自体の問題性(上 記①の論点)を 正面か ら取 り上げ
ているのが特徴であ る26)。そこには,50年の歴史 を通 じた独禁政策の到達点
が示 されているように思える。
(2)違法性阻却論
ところで,最 高裁判決は,行 政指導の関与 を受けた価格 カルテルの違法性に
関し,公正取引委員会の立場 とは逆に,問題のカルテルが形式的には独 占禁止
法に違反 しているようにみえても,適法な行政指導に従いこれに協力 して行わ
れた場合にはその違法性が阻却 されることを認めた。本件は刑事事件であった
が,こ こでいう 「違法性阻却」は,刑法35条による違法性阻却の意味ではな く,
不当な取引制限の成立(構 成要件該当性)の 枠内での議論であるとする意見が
多い27)。そうするとこれも解釈による適用除外の一態様 ということになる。
形式的には独 占禁止法に違反 しているが,(実質的には)そ の違法性を阻却
する根拠は何か。最高裁は違法性が阻却される前提 として行政指導が適法なも
のでなければならない としており,それは,必 要とする事情と方法の妥当性に
加えて,当 該行政指導が 一 般消費者の利益 を確保するとともに,国民経済の
民主的で健全な発達を促進する」 という独禁法の究極の目的に実質的に反 しな
26)和田健夫 「行政指導 と独 占禁止法」NBL552号26頁参照。
27)木谷明 「石油 カルテル事件上告審判決について」 ジュリス ト813号20頁,独禁法
審決 ・判例百選(第 五版)133頁'〔田中利幸〕。 さらに注29の文献 も参照。
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い場合である。おそらく,こ こに違法性阻却の重要な根拠が示されている28)。最
高裁の違法性阻却論も,競争を制限し形式的には独占禁止法に反 している(よ う
にみえる)カルテルを,究極 目的に照 して実質的に判断するという枠組みによっ
て支えられてお り,前述の反公益性の要件の解釈 と同じ手法をとっている29)。
4.解釈による適用除外 一保護法益 としての競争
(1)規制産業 と独占禁止法
規制産業に関して公正取引委員会は当初独占禁止法の適用 に自己抑制的であ
ったが,規 制緩和の進行 とともに,1980年代に入って適用事例が増加 し30),
規制産業 といえども同法の適用を受けることが明らかな事実 となっている。独
禁政策50年のなかで特筆すべ きことがらの一つである。 ここでもカルテル違反
事件が最も多い。もっとも規制産業に独 占禁止法が適用されるといっても,具
体的にどこまで及ぶか という点については十分明らかにされてはお らず,理 論
的には未だ発展途上の段階にある。適用除外規定がない領域での規制法と独占
禁止法の境界線引は,規 制の目的,方 法が異なる各種の規制法 と独占禁止法の
解釈によって行わざるをえない。
(2)大阪バス協会事件
その意味で1995年の大阪バス協会事件31)は,規制産業に対する独 占禁止法の
28)もっとも,違 法性が阻却 されるためには,そ れだけでな く,当 該 カルテルが適
法 な行政指導に 「従い,か つ協力 した もの」でなければならない。そ して本件
は行政指導 は適法であったが,事 業者の行為はそれへの協力行為 とは評価 され
ない との理由で違法 とされた。
29)最高裁は,こ こで公共の利益に反 しない場合の一形態 を示 した という評価が一
般的である。木谷前掲論文(注27)20頁,独禁法審決 ・判例百選(第 四版)27
頁 〔今村成和〕,丹宗ほか ・論争独禁法129頁〔和田健夫〕。
30)たとえば,群 馬県ハ イヤー協会に対す る件,昭 和57年12月17日勧告審決,審 決
集29巻82頁,三重県バス協会 に対する件,平 成2年2月2日 勧告審決,審 決集36
巻35頁な ど。最近 の動向について塚 田益徳 「政府規制分野における最近の独 占
禁止法違反事件 について」公正取引541号29頁。
31)大阪バス協会に対す る件,平成7年7月10日審決,審決集42巻3頁。本件の評釈 ・解
説 については以下の注参照。
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適用領域の拡大 とそ の限界について考えさせる事件であった。 この事件では,
大阪バス協会が各種旅行 に関する貸切バスの運賃を決定 したことが8条1項1
号違反に問われた。そのなかに,道路運送法によって認可 された幅運賃(基準運
賃額の上下15パー セン トの範囲内で事業者が自由に決定することができる)の
下限額に達 していない,つまり道路運送法の許容 しない額の決定が含 まれてい
た。そこで,このようなカルテルに独 占禁止法が適用で きるかどうかが争点とな
った。ここで公正取引委員会が採用 した理論は次のようなものであった。まず,
道路運送法の関係諸規定は当然には独 占禁止法の適用を排除せず,排 除措置の
可否はもっぱら独 占禁止法の見地から判断すべ きである,と の基本的立場を示
した。 しか し,独 占禁止法独自の見地か ら判断するとは言っても,本件のよう
な事案の場合,法8条1項1号 に定め られた「競争」の構成要件,したがって「競
争を実質的に制限すること」の要件 に該当するかどうかの問題が残るとする。
委員会によれば,そ のためには,独 占禁止法の趣旨,目 的,殊 に同法1条 に定
められた 目的規定に立ち返って解釈することが必要であるという(そ してこの
ような場合はあ くまで例外的な事態であるとする)。その結果次のような解釈
を示す。
① 事業者又 は事業者団体が価格決定を行った場合,法3条(2条6項)又
は8条1項1号 違反が成立する(原則)。
② 価格協定が制限しようとしている競争が,刑 事法,事 業法等他の法律に
より刑事罰等をもって禁止 されている違法な取引又 は取引条件 に係わる
ものである場合には,特段の事情がない限 り,競争の実質的制限に該当
しない(例 外)。
そして委員会は,②において例外を認める理由について,これ らの場合 には,「排
除措置命令 を講 じて自由な競争 をもたらしてみて も,確保 されるべ き一般消費
者の現実の利益がなく,ま た,国 民経済の民主的で健全な発達の促進に資する
ところがな く,公正かつ自由な競争を促進することにならず,要 するに同法の
目的に沿わないこととなる」 と述べている。 しか しながら,例外的に独占禁止
法違反が成立 しない場合で も 「特段 の事情」がある場合 には独占禁止法の規制
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が復活することを認めている。委員会は,そ の根拠を,再 度独占禁止法の目的
に求めている。すなわち,制 限される競争が違法な取引条件にかかわるもので
あって も,同法を適用することがその 目的から首肯され得 るときには構成要件
に該当するということは妨げられないか らである。そして,本 件のような事案
における 「特段の事情」の例 として,
③ イ.認 可額 と乖離した実勢価格での取引,競 争が継続 して平穏公然 とし
て行われてお り,かつ
ロ.そ の実態が,独 占禁止法の 目的から見て,同 法による排除措置を容
認する程度に至っている場合,
を挙げ,結 局,審 査官側 による③ 一ロの立証が不十分であるとし,② に戻って
問題の運賃決定はカルテル違反を構成しないと結論 した。
本件事案の特殊性を無視することはできないが,こ の解釈は 「独占禁止法の
保護に値 しない競争」 というカテゴリーがあること,し たがって競争の実質的
制限の要件をみたさないため独占禁止法の適用 を免れるカルテルが存在 しうる
ことを示 した。そ して,こ こで も独占禁止法の趣 旨 ・目的からこのような解釈
が根拠づけられている32)。
32)審決のいう独占禁止法の目的から 「保護に値しない競争」は限られたものであ
るが,この考え方は,8条1項1号 以外の条文の適用にも応用可能である(現に
審決では8条1項4号 にも適用している)。競争の質の観点も加味して実質的違
法性を論 じる学説として舟田正之 「事業規制とカルテル」公正取引499号10頁(但
し,これは極めて限定されるという。ジュリスト重要判例解説平成7年,経 済法
2事件)がある。
周到に組み立てられた審決の理論を支えているのは,独占禁止法の趣旨・目的
であることから,競争の解釈を通じて最高裁の公共の利益における法益衡量論を
持込んでいると(8条1項1号 には反公益性の要件が欠けている)批判されてい
る(根岸哲 「貸切バス運賃カルテルと独占禁止法」公正取引541号11頁,独禁法
審決 ・判例百選(第五版)92頁〔岸井大太郎〕)。なお,審決は,立証責任につい
ても言及し,本文②は例外事由にもかかわらず被審人の立証責任を軽減し,実質
的には,独占禁止法適用の有無を,審査官による 「特段の事情」の主張 ・立証に
かからしめている。
独占禁止政策50年とカルテル規制 4,9
5.カルテルの許容に関する課題
適用除外立法の縮小 ・廃止,独 占禁止法の適用領域の拡大,カ ルテル規制の
強化等の傾向が進行するとともに,個 々の適用の場面においてカルテルを例外
的に許容すべ きとする主張は強 くなってい くか もしれない。多数説が公共の利
益論のなかで拒否したはずの,競 争秩序維持と社会経済における多様な価値の
相克の問題,解 釈 による適用除外の課題の前に立たされるのである。カルテル
を例外的に認める可能性を広 く認めるにせよ,そ れを限定するにせよ,重 要な
ことは,こ の問題 を判断するための解釈の枠組みを設定することであろう。
反公益性の要件 を根拠 とす る場合には,た とえば,最 高裁の立てた枠組みを
一応の基礎 として,比較衡量のための解釈基準を検討することが必要である。
違法性阻却論の場合で も,適用除外規定がない限り,競争の実質的制限をもた
らすカルテルは違法 となり得 るという原則のもとで,カ ルテルの目的,内 容,
制限の手段 ・方法,さ らには経済規制が係わっている場合には規制法の趣 旨 ・
目的,などを考慮 して違法性阻却を個別的に判断する方法 もありうる33)。また,
「一定の取引分野における競争の実質的制限」の意味,解釈についても未だ議
論が尽 くされていないように思われる34)。ただ,どのような方法をとるにせ よ,
最終的には,独 占禁止法の趣 旨 ・目的一それを意識 して解釈に取 り入ると否と
にかかわらず一をどのように理解するかという課題 と無関係ではあ りえない。
3.カルテルの立証
1.公正取引委員会の実務
カルテルの発見及び証明も,カルテル規制の重要な課題の一つである。公正
33)古城誠 「認可運賃に反する運賃競争を制限することは許されるか」公正取引541
号18頁,独禁法審決 ・判例百選(第 五版)92頁 〔岸井大太郎〕。
34)川浜昇 「大阪バス協会運賃等 カルテル事件」私法判例 リマークス1996年く下>120
頁(競 争の実質的制限の定義が規範的評価を一切排 除するものか どうか について
疑問を呈す)。また白石忠志 ・技術 と競争の法的構造(1994)171～174頁参照。なお,
共同ボイコットの正当化を競争の実質的制限の解釈問題 として考察するものとし
て和田健夫 「共同ボイコットの正当化事 由」商学討究44巻1・2号89頁。
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取引委員会は,す でに1949年の合板入札価格協定事件35)において共同行為の成
立 と立証 に関す る基本的なルールを示 している。 この審決では,多数の事業者
が何度か集まり価格について話 し合 う過程で,「意思の連絡」が形成されたこ
とを理由に共同行為が成立するとされた。そ して,こ の考え方はその後の判例
にも一裁判所は直接 「意思の連絡」の概念には言及 しなかったが一受けいられ
た36)。そ して1995年の東芝ケミカル事件東京高裁判決37)が,46年ぶ りにこの
古い審決をよみがえらせ た。それによれば,「意思の連絡」 とは 「複数事業者
間で相互 に同内容又は同種の対価 の引上げを実施することを認識ないし予測
し,これ と歩調をそろえる意思があること」 を意味する。そ してそれは,「事
業者間相互で拘束 し合 うことを明示 して合意することまでは必要でな く,相互
に他の事業者の対価の引上げ行為 を認識 して,暗 黙のうちに容認すること」で
十分である。東京高裁は 「意思の連絡」の証明の一例について も言及 し,事業
者 らが,価 格 に関する情報交換をして,同 一又 はこれに準ずる行動に出たよう
な場合には,そ の行動が独 自の判断によって行われたことを示す特段の事情が
認め られない限 り,「意思の連絡」が推認されると述べた。すなわち,明 示の
協定の存在を証明 しなくても,間接証拠か ら共同行為 を立証することが可能で
あり38),この点は,従 来から学説によって承認 されていたことである。
しかしなが ら,日本の数多いカルテル違反事件のなかで,事 業者がカルテル
の存在について争 うことは稀であった。考えられる理由は二つある。第一 に大
部分が証拠の明白な事件であったことである。そうであれば,そ れは,日本企
業が長い間独占禁止法を軽視 して きたことを意味する。ほとんど無防備にカル
テルを結び,そ れが公正取引委員会によ り摘発されたのではないか。違反事例
35)湯浅木材工業株式 会社外64名に対す る件,昭和24年8月30日審決,審決集1巻62
頁。
36)根岸哲 「市場構造規制の必要性 と可能性(一)」神戸法学雑誌23巻1・2号52頁。
37)東京高裁平成7年9月25日 判決,金 融商事判例982号3頁。本件の解説 として独
禁法審決 ・判例百選(第 五版)36頁 〔来生新〕。原審決は注39。
38)初期の カルテル事件 の分析 については,今 村成和=丹 宗昭信=実 方謙二=厚 谷
裏児編 ・注解経済法 〔上巻〕(1985)84頁〔実方謙二=和 田健夫〕参照。
独占禁止政策50年とカルテル規制 51
のなかには寡占(あ るいは高度寡占)企 業によるカルテルが相当数含 まれてい
る。値上げのための会合 を開 き,恒常的な情報交換 を行 うなど,経済理論の教
えとは異なって,現 実は通常のカルテルの場合 と異 ならない。第二に,排 除勧
告を受けたカルテルのなかには,長 い時間 と労力 をかけて審判で闘 うよりは,
排除措置に従った方が得策であると事業者が判断 したケース もあると思われ
る。しか し,それは,同じ企業が何度もカルテル違反を繰 り返す原因ともなった。
寡占企業の同調的行動 とカルテル規制の関係に関する多 くの内外の研究があ
るが,公正取引委員会がこれ らの研究成果や寡占市場の実態調査にもとついて,
合板入札価格協定事件で示 したようなルールに代 る新たな立証ルールを考案
し,それを実際にも試みるといったことはなかった。様々な実験 を試みるアメ
リカの規制当局 との方針のちがいがみられる。もっとも,この点に関 しては1977
年の法改正により,独 占的状態の規制(8条の4)と価格の同調的引上げの理由
報告制度(18条の2)が 新設されることによって,立 法の レベルでは決着がつ
けられている。
つまり,寡 占企業の同調的行動は基本的には構造的な問題 とされたのである。
最近の特徴 として事業者が審判でカルテルの成否について争 うようになって
きたことが挙げられる39)。これはおそらく,1991年の課徴金制度の改正,1992
年の法人 ・団体に対する罰金の引き上げ及び刑事手続の積極的運用 によってカ
ルテルに対する抑止措置が強化 されたことが原因 となっている。また,公 正取
引委員会 における審判手続が準司法手続の実体 を備 えるようになったことも
(審査 ・審判機能の分離,審 判の当事者主義的運用など40)),事業者が審判手
続 を求める理由であると思われる。
39)東芝 ケミカル㈱ に対す る件,平 成4年9月16日 審決,審 決集39巻3頁,同(再
審決),平成6年5月26日 審決,審 決集41巻11頁,日之 出水道機i器ほかに対す る
前記2つ の事件(注21),協和エ クシオに対する件(注41),三菱電機 ビルテク
ノサービス㈱ ほか5名 に対す る件(注42),大阪バス協会に対する件(注31)。
40)なお東芝ケ ミカル審決取消請求事件東京高裁判決(平 成6年2月25日 判決,高
民47巻1号17頁)は,当 該事件について審査 を統括 し指揮す る立場 にあった者
が後に委員として審決に関与することを禁止 した。
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2.立証に関する課題
合板入札価格事件=東 芝ケミカル事件によって示 された立証ルールは,立 証
に必要な間接事実の範囲や立証責任等に関 しさらに細部を詰める必要がある。
そのためには実例の積み重ねが不可欠であるが,談 合 に関して暗黙の基本的合
意の立証 を認めた1994年の協和エクシオ事件41),協定の成立を認めなかった
1994年のエレベ ーター保守料金 カルテル事件42)は重要な意義を有 している。
後者の事件では,エ レベーターメーカーの系列保守業者らによる保守料金の引
き上げが問題となったが,事 前の会合において保守料金の引 き上げについての
意見交換がなされ,実 際にも一致して引 き上げが行われた。 しかし,引 き上げ
の対象 となった料金体系 は複雑で事業者によって異なってお り,しかも保守業
者 らは相互 に系列以外のエ レベーターの保守は行っていない という特殊な事情
があった。各社の値上げ案は大手の保守業者A社 の手元 に集められていたが,
審判官は,最 終的に各社がA社 に提出した値上げ案で値上げすることについて
話 し合いがなされた事実が示 されてお らず,逆 に前記のような特殊事情をみれ
ば各社が独 自の判断で値上げしたとみる余地もあるとして,そ の点に関する意
思の連絡が形成されたことの証明に成功 していない と判断した。先例 も少 なく,
カルテルの立証に関す る実務の細部が明らかでないため,こ の審決の評価はむ
ずかしい。行為の内容は事案ごとに異なり,情報交換によって意思の連絡が形
成 されるプロセス も一様ではないから,本件は,証 明すべ き情報交換の程度に
差がありうることを示す事例 とみることも可能であろう。
立法的解決が図られたとはいえ,寡 占市場の協調的行動に対するカルテル規制
41)協和エクシオに対する件,公 取委平成6年3月30日 審決,審 決集40巻49頁。本件
の解説 として独禁法審決 ・判例百選(第 五版)40頁 〔来生新〕。 なお,本 件 は審
決取消訴訟が提起されたが,審 決の事実認定は実質的証拠に基づいているとして
請求が棄却 された(東 京高裁平成8年3月29日 判決,判 例時報1581号37頁)。
42)三菱電機 ビルテクノサービス㈱ ほか5名に対する件,平 成6年7月29日 審決,審
決集41巻46頁。本件 の解説については独禁法審決 ・判例百選(第 五版)38頁 〔和
田健夫〕。本件の他にカルテルの成立を否定 した審決 として鐘淵紡績株式会社ほ
か9名に対する件,昭 和40年5月20日審決,審 決集13巻18頁がある。
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の検討は今後も続けていくべきである。また規制緩和後の市場におけるカルテル規
制43)など,カルテルの立証は今後も独占禁止政策の中心的地位を占めるであろう。
4.事業者団体の活動規制
1.事業者団体法
事業者団体法は,戦 後の新 たな経済体制のもとで,競 争政策の立場か ら事
業者団体の活動に関す る規範を定立するために制定された。事業者の結合体
である事業者団体が競争阻害的な機能を果たす危険性を内包 しているか らで
ある44)。
1948年制定の事業者団体法は次のような内容 ・特徴 を有 していた。
① 事業者団体の設立 ・変更についての届出義務(3条)
?
?
広範な内容をもつ事業者団体の概念(2条)
許容活動(9つ活動形態及び公正取引委員会が認可した場合)と禁止行
為(18項目の行為形態)の 明示(4条 と5条)
④ 適用除外団体の承認(6条)
とくに② に関して,同 法は 「事業者 としての共通の利益を増進することを目
的に含む二以上の事業者の結合体又はその連合体」であれば,法 的形態や営利
目的の有無を問わず一社団,財 団,組 合及び事業者が株主 ・出資者である会社
43)立証問題の詳細については和田健夫 「不当な取引制限の成立 と立証(上)(下)」
商学討究45巻3号109頁,同47巻2・3号145頁参照。寡占問題 とカルテルについて
は川浜昇 「カルテル規制の再検討 一合意の機能 と協調促進的慣行」法学論叢140
巻155頁。規制が撤廃 された後 も横 並び意識が抜 けないことがカルテルの形成を
容易 にしていることは,わが国ではすでに初期のカルテル事件で証明済である。た
とえば,前述の合板入札価格事件(注35)や新聞販路協定事件(注3。 なお独禁法
審決 ・判例百選(第 五版)34頁 〔藤田稔〕参照)は,戦 前あるいは戦後の一時期
行われた経済統制が撤廃後のカルテル形成の契機 となった事件である。
44)昭和23年6月19日の衆議院商業委員会 における事業者 団体法案の提案理由説明
(三十年史641頁)。事業者団体法の制定は当初か ら予定されていたわけではな く,
総司令部の要求によるものであった。そ して,総 司令部は,ア メリカにおける事
業者団体の活動 をめぐる当時の反 トラス ト法の運用経験 と,1938年か ら1941年に
かけて臨時全国経済調査会(TNTC)で 行われた反 トラス ト法政策に関す る検
討結果を同法に反映 させ ようとした といわれている(三 十年史47頁)。
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も一事業者団体の概念の中に捉 らえていた。そのために,本来同法の規制下に置
くことが好ましくない団体 も事業者団体に中に入ってしまうことか ら,④の措置
がなされた。③の規定は,当時のTradeAssociationに関するアメリカ反 トラス
ト法の判例理論の影響を受けているといわれるが,禁止行為 として列挙されてい
る行為のなかには,競争政策上中立的な性格のものも含まれていた45)。
しかし,同法は当初か ら厳 しすぎる(と くに② と③)と 受けとめられ,1952
年に大幅な改正が行われた46)。
改正点は次のとお りである。
イ.事 業者団体の範囲を原則 として純粋の意味における産業団体 に限定 し,
「資本又は構成事業者の出資を有 し,営利を目的として事業 を営むことを
主たる目的とし,現にその事業を営んでいるもの」を定義規定からはずした。
ロ.4条 の許容行為を単なる例示規定に改め,事 業者団体は,5条 及び独 占
禁止法に違反しない限 り自由に活動できるようにした。
ハ.5条1項1～18号 の禁止行為のうち,競 争に対する侵害の態様か らみる
と無色の行為 を禁止対象か ら削除した(18項目か ら9項 目に整理)。
二.適 用除外団体の届出義務の廃止。
この改正 によって事業者団体法の法益は独占禁止法の法益 とほぼ同一 とな
り,これを単独法 として存続 させる積極的な理由がな くなったために,翌1953
年の独占禁止法改正の ときに,事 業者団体法の規定でなお必要なものは独占禁
止法の中に収容 し同法は廃止 された47)。
2.独 占禁止法8条1項1～5号
現行 の独 占禁止法8条1項1～5号 は,事 業者団体法の禁止規定の部分 を
1953年の独 占禁止法改正の趣 旨に沿って整理 ・集約ない し緩和 して規定 された
45)公正取引委員会事務局編 ・事業者團体法解説(1949)84頁以下参照。
46)三十年史86～88頁。
47)昭和28年7月3日 の衆議院経済安定委員会における独 占禁止法改正案の提案理由
説明(三 十年史625頁)。
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ものである。届出規定は独 占禁止法8条2項 に,事 業者団体の定義規定は同2
条2項 に移された。適用除外団体の規定は 「私的独 占の禁止及び公正取引の確
保に関する法律の適用除外等に関する法律」2条 に収容された。
事業者団体法を廃止 しなが ら,事業者の行為 とは別 に事業者団体の行為を規
制するという二本立ての規制方式を維持 した理由は筆者 には詳 らかではない。
事業者団体は直接に経済活動を行わないが,競 争を制限する行為は直接間接に
原因を与える行為 も含むはずであるか ら,法技術的には,私 的独占,不 当な取
引制限,不 公正な取引方法の行為主体に事業者団体を追加することも可能であ
ったと思われる。 しかし,そうしなかったのは,事業者団体時代からの伝統 と,
わが国では依然として事業者団体の活動が,それ自体独立 した存在として,個々
の構成事業者から相対的な独 自性 をもち,活 動を行っているという経済社会の
現実を配慮 した故だと推察される48)。
8条1項 は,競 争の実質的制限という最 も重大な侵害行為を1号 で,国 際協
定を締結することを2号 で,事 業者の存立を否定することによってその数を制
限する行為を3号 で,構 成事業者の事業活動に不当な拘束を加えることを4号
で,不 公正な取引方法に該当する行為を事業者に強制 ・勧奨する行為 を5号 で
それぞれ禁止 している。8条1項 は,事 業者団体のカルテルを規制するものと
して,不 当な取引制限の3条 後段 ・2条6項 と対比されるが,必 ず しも正確で
はない。8条1項 を全体 として眺めてみると,不 当な取引制限だけでな く,私
的独 占,不公正な取引方法に該当する行為をも対象 としていることが明らかで
あ り,文字 どお り事業者団体の活動 を包括的に規制する一個の独立 した条文を
形成している。したがって,独 禁政策50年の歴史のなかで8条 の適用事件が最
も多いのは当然であるともいえる(前掲表1参 照)。しか し,そのことは同時に,
事業者団体の活動が競争制限的に作用することが多いという現実を証明 してい
る。 とくに行政指導が関与したカルテル事件,規 制産業におけるカルテル事件
48)公正取引委員会事務局編 ・改正独 占禁止法解説(1954)152頁,厚谷ほか ・条解独
禁法277頁〔和田健夫〕。
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においては8条1項1号 ・4号違反事件が多 く49),政府規制 と事業者団体の
関係の深さを示 している。
8条1項1～5号 は事業者団体法5条1項1～9号 と比べると規制基準が緩
和 された分だけ内容が抽象的になっている。事業者団体が多様な活動 をしてい
ることを配慮 して,公 正取引委員会は1979年にガイ ドライン 「事業者団体の活
動に関する独占禁止法上の指針」を公表 した。 また,1980年代 ごろか らいわゆ
る自由業(提 供するサ ービスの内容が健康,安 全,法 律関係など国民生活に不
可欠なことが らに関連するため特殊専門的な技能 ・知識を要し,厳格な職業倫
理に支えられた業種。その多 くは法律 による規制に服 している)に 対 しても独
占禁止法の適用が及ぶようになってきた。ここでは,職 業団体 による内部規律
が会員の活動を不当に制限し(4号違反),あるいは加入制限と結びついた開業
制限が新規参入を妨げること(3号違反)が 問題 となった。 とくに医師会,歯
科医師会による違反事例が多い。公正取引委員会は1981年に 「医師会の活動に
関する独 占禁止法上の指針」を公表 した。また,事 業者団体は公共工事 にかか
わる談合 にしばしば関与 しているため,1984年に 「公共工事に係わる建設業に
おける事業者団体の諸活動に関する独 占禁止法上の指針」を作成 した。 このガ
イ ドラインは1994年に 「公共的な入札 に係わる事業者及び事業者団体の活動に
関する独 占禁止法上の指針」 にとって代 られた。 さらに前述の流通 ・取引慣行
ガイ ドラインにも8条1項 に関連する記述がある。1980年代の後半か ら日本市
場の閉鎖性への批判が高まるなかで,公 正取引委員会は事業者団体問題研究会
を設置 して事業者団体の活動 を調査 し,その結果を1992年に報告した。その報
49)行政指導 との関係 では,東 洋 レー ヨン株式会社 ほか12名に対する件(注23),石
油生産調整刑事事件(注25),石油連盟価格協定事件,最 高裁昭和57年3月9日
判決,民 集36巻3号265頁など。規制産業に関 しては,た とえば全国港湾荷役振
興協会に対す る件,昭和38年10月25日勧告審決,審決集12巻18頁,新潟市ハイヤー
タクシー協会 に対する件,昭 和56年4月1日勧告審決,審 決集28巻3頁,岡山 トラッ
ク協会に対する件,昭 和58年3月31日勧告審決,審 決集29巻100頁,三重県バス協
会に対す る件,平 成2年2月2日 勧告審決,審 決集36巻35頁,大阪バス協会 に対
する件(注31),日本機械保険連盟に対する件,平 成9年2月5日 勧告審決,審
決集43巻登載予定など。
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告書「事業者団体の活動と独 占禁止法上の諸問題一より開かれた活動をめざし
て一」は,わ が国の事業者団体の活動の実態 と,開かれた社会における事業者
団体の活動のあ りかたを示 していた50)。その後,前 述の1979年のガイ ドライ
ンは書き直 され,1995年に新 しい版が公表された。1995年版では,事 業者団体
による自主規制,基 準 ・認証の運用,参 入制限などに関する記述 に力点が置か
れているところが特徴である。規制緩和の進展は,逆 に,事業者団体による自
主規制を増加 させることになるかも知れない。その場合には,事 業者団体の活
動に対する独占禁止法の適用が重要な課題 となって くるであろう。
3.事業者団体の活動規制に関する課題
(1)規制の不均衡の問題
8条1項 は,事 業者団体法と異な り,競争 を具体的に阻害する行為のみを禁
止 しているが,競 争の実質的制限に至る以前の段階で規制する3号 や4号 の規
定があり,そ の意味では1号 の予防的な役割を果た している。単純に3条 後段
と比較すれば,事 業者団体のカルテル規制は事業者のカルテル規制 よりも厳 し
くなっている。この不均衡についてはこれまで特 に問題 とされることはなかっ
た。事業者団体はその組織力や情報収集力を背景 に事業者 よりも効果的かつ強
力 に競争制限をもたらすことがで き,それだけ危険であるというのが,予 防的
規定の存在や1号 における反公益性の要件の欠如 を説明す る根拠 とされて き
た。現在のところ,こ の根拠 を変更する理由はみあた らない。また,前述のよ
うに,8条1項 の各号は私的独 占 ・不公正な取引方法の禁止にも対応 した規定
であるので,不 当な取引制限とのみ比較するのは適切ではない51)。
50)和田健夫 「事業者団体の活動 と独占禁止法」商学討究44巻3号147頁。
51)ただ,価 格や数量 に関する協定が,市 場 占拠率が低いため3条 後段は成立 しない
が事業者団体が行った場合 には8条1項4号 違反 となるというような事態が生ず
るのは問題である。なお,根 岸哲 「独禁法三条 ・八条一項 ・一九条の相互関係」
伊従寛 ・川越憲治 ・北川俊光 ・屋宮憲夫編 ・松下満雄先生還暦記念 ・企業行動 と
法(1995)33頁参照。価格協定に関連 して,不 均衡 を埋める方法 を解釈論の レベル
(市場の画定)と 立法論の レベル(旧4条 の復活)か ら検討す る。
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(2)8条1項各号の関係
多 くの違反事例の集積にもかかわ らず,抽 象的なことばで表現されている8
条1項各号の関係 は明確 さを欠いている。学説や審決か ら明 らかなことは次の
二点である(以 下では国際協定に関する特殊な規定である2号は考察対象外 と
する)52)。
①1号 は競争の実質的制限という最 も重大 な競争侵害を規制する条項であ
り,行為類型を特定していないか ら,3,4,5号 に該当する行為で も,
競争の実質的制限が認め られるときは1号 が優先する。その場合は1号 の
みを適用すればよい(た だし5号 については重複適用の可能性がある。後
述)。
②4号 は,構 成事業者の機能 ・活動(そ の内容は広い)の 不当な制限に対
する一般的規制であるが,1,3,5号 違反行為が構成事業者の機能 ・活
動の不 当な制限の上に成立 している場合には,そ れ らの違反行為に吸収さ
れる。4号 はこれ らの行為とは別個に成立すると認められる場合に適用さ
れる(補 完的性格)。
まず①に関 して問題になるのは,い かなる場合に1号 違反が成立するかとい
うことである。たとえば,前述のように流通 ・取引慣行ガイ ドラインは共同ボ
イコットが8条1項1号 違反になりうることを認めたが,従 来 これは3号 及び
5号によって規制されて きた。1号 が適用 されるかどうかは,競 争の実質的制
限の解釈 にかかっているが,こ の点の検討は将来の課題である53)。また,4
52)詳細は,厚 谷ほか ・条解独禁法281～306頁〔和田健夫〕。
53)共同ボイコットの場合,基 本的な立場 としては,① 市場の開放性 を妨げることそ
れ自体か ら競争の実質的制限あ りとするのか,② 東宝 ・スバル判決流の市場支配
概念に従って価格支配力の観点から競争の実質的制限を認定するか,の 二つがあ
るが,重 要な点は,具 体的判断においていかなることがらを考慮するか とい うこ
とであろう。流通 ・取引慣行 ガイ ドラインでは,共 同ボイコットの場合,「行為
者の数,市 場における地位,商 品又は役務の特性等か らみて,事 業者が市場に参
入することが著 しく困難にな り,又 は市場か ら排除されることによって」競争の
実質的制限が もた らされるかを問題 として,そ の例 を挙げている(第1部,第2,
1)。なお,和 田前掲論文(注34)参照。
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号 との関係でいえば,構 成事業者の価格や販路 といった基本的な競争活動に対
する制限に1号 ではな く4号 を適用 した審決はいくつかあるが,ほ とん どが勧
告審決で決着 しているために,そ の理由はほとんど示 されていない。しか し,
明確 な価格決定がなされているにもかわらず,構 成事業者の市場占拠率が低い
という理由(と されている)か ら,4号 を適用することについては再検討すべ
きであろう54)。
次に余 り議論されることはないが3号 と5号の関係がある。5号 の趣 旨 ・目
的は明確であ り(不公正な取引方法の禁止),行為類型も具体的であるのに対 し,
3号の行為類型(数 の制限)は 包括的 ・抽象的なことばで表現されている。 し
たがって,不 公正な取引方法の勧奨 ・強制が 「数の制限」の手段 となっている
場合には3号違反行為のなかに吸収 される関係 にあ り,公正取引委員会もその
ような運用を行 っている。 しか し,他方で,手段行為に対 しても5号 を適用 し
た審決がある55)。その理由はおそ らく,5号 には不公正な取引方法の規制=
公正な競争の確保 という独 自の意義があ り,事業者の存立 を否定する行為自体
をとらえて違反 とする3号とは両立 しうるということであろう。そ うであれば,
5号違反行為によって競争の実質的制限が もたらされる場合(例,共同ボイコッ
ト)でも,そ の意義を考慮 し,5号を重ねて適用することになるか どうかが問
題となる56)。
54)審決例及び問題点の詳細 については,厚 谷 ほか ・条解独禁法302～305頁〔和 田
健夫〕。 また前述大阪バス協会事件(注31)で も,学 校遠足 向け輸送の運賃協定
は認可幅運賃額の範囲に入 っていたが,学 校遠足向け輸送の取引分野が形成 され
ていたかどうかを確定することができず,ま た会員の市場占拠率も不明であると
して,1号 ではなく4号 を適用 している。明確な価格決定があ り,担 保手段 もと
られている(制 裁措置,事 業者団体の関与など)よ うな場合には通常,一 定の取
引市場 は共同行為それ自体 に含 まれていると考えられる。根岸前掲論文(注51)
参照。
55)たとえば,仙 台輸入木材調整協議会に対する件,平 成3年1月16日 勧告審決,審
決集37巻54頁。
56)その他 に,た とえば,① 団体 による開業制限における3号 と4号 の関係,②3号
と5号 が競合すると考えられる事案で,5号 のみが適用される場合の根拠 などの
問題がある(詳 細は厚谷ほか ・条解独禁法269,299頁〔和田健夫〕)。
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5.カルテルの抑止
1.カルテルに対するサ ンクション
規制の手法の観点からカルテル規制の歴史をみると,排除措置によるカルテ
ルの排除だけでなく,サ ンクションを手段 とした発生の抑止に目が向けられる
ようになってきたことが特徴 として挙げられよう。1977年改正による課徴金制
度の導入はその重要な一歩であった。この傾向は1990年代に入ってから一層強
くなった。 日米構造問題協議を契機として,独 占禁止法の運用強化の方針が打
ちだされ,そ の一一環 として,抑 止力を高めるため,1991年改正により課徴金の
額が引き上げられた。毎年課される課徴金は相当の額に達 してお り,事業者に
とっては大 きな負担 となっている。
また独 占禁止法の執行は,大 部分が公正取引委員会による行政措置によるも
ので,刑事罰や民事の損害賠償制度の果たす役割は極めて限られていた。独占
禁止法は,刑事制裁の発動を公正取引委員会の専属告発にかか らしめている(96
条)。この告発権 は長い間,ほ とんど行使 されてこなかった。そのことについ
て公正取引委員会の怠慢を責めるだけでは不公平である。独占禁止法違反行為
の特殊性(反 倫理的な性格が希薄)や 同法に対する社会全体の認識が未成熟で
あったことが最大の理由であろう。前述 した石油カルテルに関す る2つの刑事
事件は,カ ルテルに対 してというだけでな く,独占禁止法の実体規定違反 に対
するはじめての告発事例であった。2つ の判決は,独 占禁止法の存在を世 に知
らしめるだけでなく,行政指導や同法違反の実態を明らかにしたという点で大
きな意義を有 している57)。しかし,こ の事件は,異 常 な状況下で起った カル
テルに対する告発であって,特 殊 なケースであった。実際にも,それ以降長い
間告発は行われなかった。
57)2事件のうち,価格協定事件では有罪の判決が下されたが,生産調整事件の方は,
独占禁止法違反は認められたものの,被告人らに違法性の意識が欠けていたとし
て無罪とされた。なお,このカルテルに関しては,消費者による損害賠償訴訟(灯
油裁判)も提起されたが,いずれも,損害及び相当因果関係の立証がないとして
原告の敗訴に終 り,消費者による独占禁止法違反による損害賠償訴訟の困難さを
証明する結果になった。
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刑事罰の存在は,前述の独占禁止法の運用強化のための措置として刑事手続
の積極的運用が採用 されて以辛往目されるタうになる。公正取引委員会は,1990
年に,「独 占禁止法違反行為 に対する刑事告発に関する公正取引委員会の方針」
を公表 した。ここでは,告 発の対象 となる違反行為の中心がカルテルであるこ
とが示されている。さらに,1992年には前述の刑事罰強化の法改正がなされた。
実際にも,すでに4件 の告発がなされ,それぞれ有罪判決が下されている58)。
これ らの事実は,わ が国において独占禁止政策の役割や重要性が徐々に高まっ
てきたことの証である。
2.課題
(1)二重処罰の問題
課徴金制度は,そ の導入時から,二 重処罰の禁止(憲 法39条)との関係が議
論 されてきた。抑止力 を強化することを目的 とした1991年の改正はこの問題に
再 び火 をつけた59)。1993年の業務用ス トッレッチフィルム価格 カルテル刑事
事件において,東 京高裁は,「課徴金は,一 定のカルテルによる経済的利得を
国が徴収 し,違反行為者がそれを保持 し得ないようにすることによって,社 会
的公正を確保するとともに,違 反行為の抑止を図 り,カルテル禁止規定の実効
性 を確保す るためにとられる行政上の措置であって,カ ルテルの反社会性 ない
し反道徳性 に着 目してこれに対する制裁 として科 される刑事罰とは,その趣旨,
目的,手続等を異 にする」ことを理由に憲法39条に違反 しないとした。また,シー
ル談合課徴金審判事件60)において,公 正取引委員会 は,損 害賠償又 は不当利
58)有罪が確定 した事件 として,①業務用ス トレッチフィルム価格 カルテル刑事事件,
東京高裁平成5年5月21日 判決,高 刑46巻2号108頁,②シール談合刑事事件,
東京高裁平成5年12月14日判決,高 刑46巻3号322頁,③下水道談合事件,東 京
高裁平成8年5月31日 判決,判 例 タイムス912号139頁。なお,本 年2月4日 に東
京都の水道メーター入札 に関する談合事件 に対 し告発が行なわれている。
59)たとえば,和 田健夫 「課徴金制度の改正」商学討究42巻2・3号261頁,経済法
学会編 ・独占禁止法の執行力の強化,経済法学会年報13号の各論文,沢田克己 「課
徴金制度の再検討」森本=川 浜=前 田編 ・企業の健全性確保 と取締役の責任(龍
田節先生還暦記念論文集)(1997)543頁など。
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得返還 との関係 においても,課徴金制度 とは法律的に全 く別の性質を有 してお
り,固有の法律的役割,要件及び法律効果に従 って運用 されるものであるか ら,
課徴金を命ず る行政上の措置 と損害賠償 ・不当利得返還の請求権 とは完全に両
立 しうるとの見解 を示 している。 これらの見解は,課 徴金制度導入以来,学 説
も支持 して きたものである。
このように,現 在の通説は,法 的性質の差を根拠に各制度は並立 しうると断
定 し,カ ルテルの抑止の点でそれぞれ 「役割分担」61)をしているとみなす。
そのような見方 を可能にしているのは,課徴金がカルテルによる利得の徴収 と
いう枠組みを維持 していること,及びその金額の計算方法 も一応この枠組みに
合致 していると考 えられるか らである。
課徴金制度の趣 旨 ・目的は正当であるが,そ の内容 ・方法が将来的にも適切
であるとは限 らない。カルテルに対する抑止機能が低下する事態になれば再検
討が必要となるであろう。法人 ・団体 に対する刑事罰は引 き上げられたが,独
占禁止法の分野での刑事罰の機能に疑問を呈する見解 もある。現在でも,課徴
金徴収 を公正取引委員会の裁量に委ね;そ の額 も違反行為の程度に応 じて決定
する可能性や,刑 事罰を廃止 して,制 裁的性格をもった課徴金制度によってカ
ルテルを抑止する方法が指摘 されている62)。
(2)課徴金制度に関するその他の問題
課徴金は,すべてのカルテルを対象 とするのではなく,①商品 ・役務の対価
に係るもの,お よび②実質的に商品 ・役務の供給量を制限することによってそ
の対価 に影響をおよぼす もの,に 限定している(7条の2第1項)。 要するに価
格及び数量制限カルテル(あ るいは広い意味での価格カルテル)で あ り,最 も
違反事例の多いこれ らのタイプか ら徴収することで十分に抑止効果を挙げ られ
60)トッパ ン ・ムーアに対する件,平 成8年8月6日 審決,判 例時報1588号66頁。な
お本審決の取消訴訟において本年6月6日 請求棄却の判決が下された。
61)1991年改正の基礎 となった 「課徴金に関す る独 占禁止法改正問題懇談会報告書」
(1990年12月)。
62)根岸哲 「カルテルに対す る課徴金制度の改正」ジュリス ト977号31頁,来生新 「排
除措置 と課徴金」経済法学会年報13号23頁,沢田前掲論文(注59)な ど。
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ると立法者が判断したことを意味す る。談合は①のタイプとして課徴金の対象
となって きた。共同ボイコットにづいては議論があ り未だ解釈が固まっていな
い63)。条文上の限定 を撤廃する方法もあるが,む しろ現在 は解釈論の レベル
で検討すべ きであろう64)。
課徴金制度は,わ が国でカルテル違反が絶えなかったことから導入されたも
のであるが,少 な くとも競争の実質的制限をもたらす行為 としては同質である
私的独占が課徴金の対象 となっていないため次のような問題がある。共同ボイ
コットのように私的独 占と不当な取引制限のいずれにも該当する可能性のある
行為の場合には,事 業者にとって,ど ちらの規定が適用 されるかによって経済
的負担の差が生ずる(も っとも,3条後段が適用されて も,上記①② のいずれ
のタイプにも属 さなければ課徴金は課せ られない)。また,事 業者団体の行為
の場合には,態 様の差に関係な く8条1項1号 違反が成立 して,構 成事業者は
常に課徴金の危険性 にさらされることも不均衡 を生んでいる65)。
課徴金の算定に関する実務は,い くつかの課徴金審判事件 によってその細部
63)厚谷ほか ・条解独禁法270頁 〔和田健夫〕,根岸前掲論文(注62)。
64)前掲改正問題懇談会報告書(注61)は,「価格 カルテルが,① その行為 自体が競
争制限を目的とするものであ り,かつ,その効果が最 も明白でかつ強 く,消費者 ・
事業者への影響が大 きい こど,② 事業者にとって最 も重要な競争手段である価格
を極めて安易 に,か つ,直 接に制限するものであること,③ 経済的利得の発生が
具体的であること,な どの理由か ら,独 占禁止法違反行為の中核を占めるもので
ある等の考え方に基づ き,価 格 カルテルを効果的に防止することを制度の主眼 と
している。さらに,現 行の課徴金制度は,価 格カルテルと実質的に同様の効果を
もつ カルテルについても,で きる限 り広 く対象 とすることとしている」 と述べて
いる。
65)前掲改正問題懇談会報告書(注61)は,課 徴金の対象行為をカルテル以外の違反
行為,た とえば,私 的独占又は不公正な取引方法に拡大するかどうかについて も
検討 している。その結果,「私的独占や不公正な取引方法については,上 記①～
③(注64の引用文参照:筆 者)に かんがみると,カ ルテルと同等に扱 うことは必
ず しも適当ではないこと,特 に,カ ルテル と比べ ると経済的な利得が明白な形で
違反行為者の手元に残 ることを明確 に示すことが困難であること,諸 外国におい
て も…カルテルを抑止することに重点を置いた運用が行われてお り,実 際にも刑
罰 ・制裁金の対象 となっているのはカルテルが大部分であること等 を踏 まえる
と,価 格 カルテル及びこれに準 じるカルテルを対象 としている現行の枠組みを維
持することが妥当であると考える」 との結論 に達 している。
64 商 学 討 究 第48巻 第1号
が明 らかな りつつある。これらの審決は,規 則によって画一的に定められた算
定方法であって も,実際の運用の場面では公正取引委員会の解釈 に委ねられる
部分が相当にあ り,課徴金の額 に影響を与えることを示 している66)。この点
について算定のルールを確立することは実務的には非常に重要なことである。
おわりに
独禁政策の50年の歴史は平坦ではなかった。 しかし,以上述べてきたように
独禁政策の意義は徐々に高ま り,独占禁止法の存在は社会で認識されるように
なって きた。前述の業務用ス トッレッチフィルム価格 カルテル事件における東
京高裁の次のような判示が,同 法が現在置かれている地位を的確 に表現 してい
る。「独禁法は,… 我が国における自由競争経済 を支える基本法であ り,特 に
今 日,一般消費者の利益 を確保するとともに,国際的にも開かれた市場の下で,
我が国経済の健全な発展 を図るため,公 正かつ自由な競争を促進 し,市場経済
秩序 を維持することが重要な課題となってお り,このため国内的にも,ま た,
国際的にも,独禁法の遵守が強 く要請されてきている」。
これか らは,独 禁政策の経済の基本政策 としての独立性,一 貫性がいっそう
求められるようになるであろう。
66)中国塗料㈱に対する件,平成8年4月24.日審決,審決集43巻登載予定,判例時報1567
号73頁,および東芝ケ ミカル㈱に対する件,平 成8年8月5日 審決,審 決集43巻登
載予定,判 例時報1587号46頁では,算 定の基礎 となる 「当該商品」=カ ルテル対象
商品の範囲が争われた。審決により,カ ルテル対象商品外 として売上に算定されな
い場合がありうること(実 務上はそのような取 り扱いがなされていることは知られ
ていた。川井克倭 ・カルテルと課徴金(1986)170頁以下),そのために事業者が証
明すべ きことが らが明らかになった。その他,「当該役務」の範囲に関する審決 と
してレンゴー㈱に対する件,昭 和59年2月2日審決,審 決集30巻56頁がある。
また,売 上額に乗ずる一定率は,従 来,事 業者が流通において果た している機
能ではな く,違 反行為が行 われた取引段階 を基準に して決定するのが原則(「一
カルテル,単 一業種別一定率適用の原則」,川井前掲書201頁)で あったが,最
近 は実態に即 して例外を認める運用がとられるようになっている(厚 谷ほか ・条
解独禁法275頁 〔和田健夫〕)。なお,伯 母治之 「課徴金賦課規定に関す る一考察」
NBL564号25頁参照。
